平成１４年度
環境技術開発等推進事業（自然共生型流域圏・都市再生技術研究）
公　　募　　要　　領 

平成１４年３月２９日
環境省総合環境政策局
１．制度の趣旨
我が国では、河川流域を単位として自然の水循環を中心とした自然基盤により、河川に沿って都市が成立し、発展してきた。しかし、沿岸大都市は人口・経済の集中により、一層巨大化され、水需要増大、汚濁物質の排出量増加等の多大な環境負荷を流域圏にもたらした。この結果、都市が成立するための流域圏自然基盤が崩壊しており、流域圏全体の自然環境保全・修復が求められている。また、巨大化した都市では、高環境負荷と自然環境システムの後退・劣化という環境状況を改善し、自然とのふれあいの機会を増進し、「健康」、「安全・安心」かつ「快適」な都市の居住環境向上が必要とされている。
このような状況に対して、都市を流域圏の構成要素と認識し、流域圏における都市のスプロール化の抑制と自立化を図りながら、自然共生都市の形成を目指し、他の流域圏との有機的関係を樹立していくことが求められている。
このため、自然共生型都市の形成を目指した、都市の環境状況や流域圏における生態系の観測・診断・評価技術及び流域圏管理モデルの開発を行うとともに、自然共生型都市・流域圏を創造するための政策シナリオの設計・提示を行うことを目的として、提案公募の形式により、広く産学官などの英知を活用した研究開発の提案を募り、優秀な提案に対して助成を行うことにより、環境研究・環境技術開発の推進を図るものである。
２．研究開発の公募内容
この公募は、内閣府に設置されている総合科学技術会議の分野別推進戦略の環境分野の中で、特に重点的に取り組む課題とされた「自然共生型流域圏・都市再生技術研究」に位置付けられるものであり、主要都市・流域圏の自然共生に必要な具体的プラン作成に資するものである。
公募対象とするプロジェクトは、原則として、４年間の研究開発期間内で、以下の３つのプログラムの視点を踏まえ、これらを総合的に実施するものとする。
(１)都市・流域圏環境モニタリングプログラム
　都市・流域圏における水・土壌・大気相互の物質循環、生物多様性等の環境実態把握を目的として総合的観測(既存のデータの利用を含む。)を行うとともに、そこで得られた環境情報のデータベース化、相互利用・提供ネットワーク構築を行う。
(２)都市・流域圏管理モデル開発プログラム
　都市・流域圏環境の現況を把握し、再生のためのシナリオを具体的に検討するため、人間活動、都市構造、都市基盤整備の総合的分析・評価をもとに水・土壌・大気相互の物質循環、生物多様性等の変動機構を表現できるモデルを構築する。
(３)自然共生型社会創造シナリオ作成・実践プログラム
　都市・流域圏の水質改善・生態系の回復に向けて、上記(２)で開発したモデルを活用するとともに、既存の環境修復・再生技術を用いた技術開発システムを提案し、自然共生型都市・流域圏を創造するための政策シナリオの設計・提示を行う。
３．公募の要件
（１）応募者の要件
応募者は、以下の研究機関に所属する研究者などで構成された共同研究プロジェクトの研究開発代表者とする。
　《対象とする研究機関等》
　　①　国立試験研究機関、独立行政法人試験研究機関
　　②　地方公共団体の試験研究機関
　　③　学校教育法に基づく大学（国公私立を問わず）、高等専門学校
　　④　民間企業（日本の法人格を有すること）の試験研究部門
　　⑤　民法第３４条の規定に基づき設立された公益法人の試験研究部門
　　⑥　①～⑤に該当しないが研究に必要な設備・研究者を国内に有するもの
なお、共同研究プロジェクトは、民間機関、大学、公的研究機関等の連携が図られていることが望ましいこととする。
（２）研究開発代表者の要件
      研究開発代表者は、国内に居住し、共同研究プロジェクトを代表し、研究開発の応　　募、採択後の研究開発の実施及び助成金の適正な執行にあたって総括的な責任を有し、　　研究開発期間中の毎年度、研究開発の進捗状況、経費の支出状況等を環境省に報告す　　る責務を負う。
（３）研究開発分担者の要件
      研究開発分担者は、共同研究プロジェクトにおいて、研究開発代表者と研究開発プ　　ログラムを分担して研究開発を遂行する責任を負う。
４．研究開発プロジェクトの採択
（１）採択プロジェクト予定数
　　　１～２プロジェクト
（２）採択方法
      環境省内に設置する「総合研究開発推進会議」(総合環境政策局長が委嘱する外部有識者で構成)の事前評価を踏まえた上で、環境省において採択する。
（３）評価方法
研究開発プロジェクト採択にあたっては、研究開発の目的達成の実現性、研究開発計画・体制の妥当性などを総合的に評価して採択すす。
（４）採択結果の公表等
　　　採択は、平成１４年５月中旬を目途に行う。
　　　採択結果及び評価員の所属・氏名は環境省ホ－ムページ等で公開するとともに、研究開発プロジェクトの応募者にはその結果をお知らせする。
５．助成の内容
（１）予算規模
      １プロジェクト当たり年額約３０００万円～１億円(間接経費を含む。)の範囲で助　　成する。
なお、助成の額は、年度ごとに当該年度分のみを決定する。
（２）助成期間
　　　助成期間は、原則として４年間とする。
ただし、特に優れた成果が期待され、研究開発の発展の可能性が認められるものについては、審査の上、更に１年間の延長を可能とする。
一方、中間評価において研究開発を中止すべきとされた場合には、評価実施年度の翌年度以降の研究開発の助成は行わない。
（３）助成の方法
必要経費の助成は、研究開発代表者が所属する機関を通じて行うものとし、国立試験研究機関の場合は所管府省への移し替えにより、独立行政法人の場合は所管府省への移し替えの上、所管府省からの委託により、これ以外の場合は環境技術開発等推進費補助金要綱(平成１３年５月１８日環境大臣決定)（以下、「補助要綱」という。）に基づく補助金により助成する。
（４）助成の手続き
環境省は、採択予定の研究開発プロジェクトについて財務省との協議が終了した後、応募者が国の機関又は独立行政法人に所属する場合は、移し替え手続きを行う旨、これ以外の場合は、補助要綱に基づき補助金の申請を行うべき旨採択予定者に通知する。
（５）助成経費の範囲
助成する経費は、研究開発の計画遂行に必要な経費及び研究成果のとりまとめに必要な経費とし、その主なものは次のとおりとする。
　①　直接経費（研究開発に直接的に必要な経費）
非常勤職員手当、諸謝金、職員旅費、試験研究旅費、外国旅費、委員等旅費、試験研究費(備品費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、光熱水費、借料及び損料、会議費、賃金、雑役務費)、委託費、その他
②　間接経費 (研究開発の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費)
　　直接経費(ただし、雑役務費、委託費を除く。)の３０％
（６）助成の取り消し及び助成金の返還
研究開発課題の応募内容に虚偽があった場合、研究開発を中止又は廃止した場合には、助成を取り消す又は助成金の返還を含む措置をとる場合がある。
６．応募にあたっての留意事項
（１）「２．研究開発の公募内容」で記した３つのプログラムを原則として４年間の研究開発期間で、総合的に実施する必要があり、全体計画を年度を明示して提案できるものであること。（個別プログラム毎による採択は行いません。）
（２）本制度の目的に沿った研究開発を推進する上で十分成果が期待できる体制で行うこと。
（３）応募者（研究開発代表者）が３．（１）の①～⑤の機関に所属している場合は、提案にかかる研究開発を所属機関の業務（公務）として行うことについて、所属長の同意を受けておく必要があること。
（４）研究開発代表者又は研究開発分担者が、本制度に応募する同一の研究開発課題名又は内容で各省庁の研究費助成制度による助成を受けている、又は受けることが決定している場合は、本制度の応募はできないことはもとより、重複申請が判明した場合は、採択又は助成が取り消される場合があること。
（５）採択された研究開発プロジェクトの研究開発代表者は、実施される研究開発が本制度の目的に沿って実効ある計画とするため、環境省が指定する当該研究開発分野に精通している専門家等を構成員とするアドバイザリーボードを設置し、研究開発遂行上必要な指導・助言等を得ながら研究開発を進める必要があること。
（６）本事業は、総合科学技術会議における分野別推進戦略と深く関連するものであることから、事業実施状況の説明等同会議への対応が可能であること。
（７）研究の進行にあたっては、環境省のイニシャチブのもと、分野別推進戦略に対応して実施されている他の事業との連携に配慮しなければならないこと。
（８）今回公募する研究開発対象は、国内を対象とした都市・流域圏の自然共生に係るものであり、国際的な都市再生・産業転換、地球規模又は越境レベルの物質循環機構、国際的な生物多様性の保全等、国際的な地球環境問題の解決を主目的とした研究は含まないこと。
７．採択後の研究開発代表者の責務
     採択された研究開発プロジェクトの研究開発代表者は、「３．（２）研究開発代表者の要件」で示した責務、「６．応募にあたっての留意事項」の規定以外に次の責務を負う。
      ①　研究開発の遂行にあたっては、関係法令の定めを遵守するとともに、本事業の　　　　　目的に従って、助成対象となる研究開発を着実かつ誠実に行うこと。
　　　②  助成金の適正な執行を行うため、研究開発分担者の経理管理状況を把握するとともに、所属機関の会計担当者と協力して、助成金全体の円滑な経理管理を行う必要があること。
　　　③　研究開発期間中において、毎年度、研究開発の進捗状況等の報告書を作成し、環境省に提出すること。また、研究開発終了時においては、研究開発成果報告書を作成し、環境省に提出すること。
　　　④　研究開発期間中、環境省の指示に従い、総合研究開発推進会議の中間評価を受けなければならないこと。
　　　⑤　本事業の実施に関して、環境省が事業の進捗状況等の報告を求めた場合は、これに応じること。
　　　⑥　研究開発成果の学会誌への掲載、学術図書の印刷等を行う場合は、本制度の研究開発成果（又はその一部）である旨を記載するとともに、掲載・印刷後、当該印刷物を環境省に速やかに送付すること。
８．応募書類の提出
（１）応募書類の提出方法
応募者は、別添の応募様式に必要事項を記載するとともに、関係書類を添付の上、持参又は郵送（宅配便を含む。ＦＡＸ又は電子媒体は不可。）にて提出すること。
なお、応募者が国の機関（国立大学を除く。）又は独立行政法人の場合は、所管府省を通じて提出すること。
（２）提出期限
      平成１４年４月２６日（金）必着
（３）提出部数
      ３部（正本１部、写し２部）
（４）提出先

　　　環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室「環境技術開発等推進費」担当係

　　　〒１００－８９７５　東京都千代田区霞が関１－２－２　中央合同庁舎５号館

　　　ＴＥＬ：０３－３５８１－３３５１（内線６２４５・６２４６）
（５）提出にあたっての留意事項
①　応募された研究開発プロジェクトについては、追加資料の提出を求める場合がある。また、必要に応じてヒアリングを実施する。
②　提出された応募書類は返還しません。
（６）応募様式の入手方法
      応募様式は、原則として、環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/）の本募集要項からダウンロードして使用すること。
なお、郵送にて本募集要項を希望する場合は、上記提出先に「２００円切手を貼付したＡ４用紙が入る返信用封筒に郵送先を明記」の上、郵送にて請求すること。
